
生団連ニュースレターでは、「国民の生活・生命を守る」という使命のもと、
様々な活動に取り組む生団連の最新情報を皆様にお伝えしています。
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2021年11月24日、埼玉県生団連の第１回会合を大宮ソニックシティにて開催いたしました。

全国初の地域生団連として2021年7月に発足した埼玉県生団連の第1回会合を開催いたしました。
冒頭、柿沼会長からは、「企業間で情報共有・連携を行い、行政と歯車を回すことが重要であり、それを生
活者視点でやって行きたい」とお話いただきました。次いで川野副会長からは、「重厚長大の生産者主権から生
活者主権へ変革しなければならない」とし、「埼玉県生団連を通して少しでも行政政治を動かしていきたい」と
力強く話されました。
また、会員事例紹介において、株式会社関東地区昔がえりの会 小暮社長より、外国人技能実習生との共
生についてや、メタン発酵発電の取り組み等、生団連重点課題にもつながる事例紹介をいただきました。株式
会社田中徳兵衛商店 田中社長からは、事例紹介と共に、コロナ禍において外食のみならずそれを支えるサプ
ライチェーン全体への支援の必要性についてお話いただきました。

本会では、生団連重点課題につながる以下3つの活動方針が
事務局より提案され、これを土台として次回会合で活動計画を
策定することが確認されました。

➀ 「外国人の受入れに関する基本指針」採択の埼玉県生団
連会員内での推進。

② 「生団連災害支援スキーム」と連携した埼玉県生団連会員
による災害支援推進。

③企業、自治体等での再エネ活用の事例調査を行い、埼玉県
生団連内における情報共有ならびに水平展開促進。

＜講演＞

『世界における日本の立ち位置について ―アフターコロナを考える―』

講師：佐藤 優 氏（作家、元外務省主任分析官）

■コロナによってグローバリゼーションからインターナショナリゼーションに変化。
今後「経済安全保障」が重要となってくる。
■企業経営者と会って感じるのは、「日本の将来への危機意識」を共通して
持っていること。未来につながるエリートの育成が急務。

■これからの時代、企業も消費者も自分の頭で考え行動することがますます
重要になる。そういった意味で生団連に期待している。

▲株式会社田中徳兵衛商店

田中 徳兵衛 代表取締役社長

▲柿沼 トミ子 会長
（埼玉県地域婦人会連合会 会長） ▲株式会社関東地区昔がえりの会

小暮 郁夫 代表取締役社長

＜事例紹介いただきました＞
▲川野 幸夫 副会長
（株式会社ヤオコー 代表取締役会長）

埼玉県生団連 第1回会合開催



第９回消費者部会開催
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2021年衆議院議員総選挙 公開質問回答を公表

【お問合せ先】
国民生活産業・消費者団体連合会(生団連) 小坂 ☎：03-6833-0493 ✉：jimu@seidanren.jp
〒108-0075 東京都港区港南2-18-1 JR品川イーストビル8階 URL：https://www.seidanren.jp/

11月22日（月）第９回消費者部会を開催いたしました。
阿南部会長による議事進行のもと、各課題の活動状況および今後の方向性について、参加者による活発な議論や
意見交換が行われ、全議題が承認決議されました。

＜主なご意見＞
■「健康危機管理庁」について、国民の健康危機管理はどのようにしていくのか追及が必要。
■「国家財政の見える化」に関するリーフレット作成および国民向けのアンケートは、分かりやすい内容として、若者向
けにもSNS等で発信してもらいたい。
■外国人の受入れについて、地域で日本語を学べる場所があるとよい。悩みを相談する場所をつくらないといけない。
■EVシフトと脱炭素、原発問題は複雑に絡み合っているが、整理して世の中へ発信していく必要ある。
■災害支援については、企業の取り組み事例の紹介を生団連内で共有していくことが重要だと思う。

2021年10月31日投開票となった衆議院議員
総選挙に際し、9 党に向けて（自由民主党、立
憲民主党、公明党、日本維新の会、国民民主党、
日本共産党、社会民主党、NHK と裁判してる党
弁護士法 72 条違反で、れいわ新選組）、生団
連が取り組む国民的課題に関する公開質問を実
施し、その結果を公開いたしました。（れいわ新選
組は未回答）

生団連の取り組み課題に重点をおいて各政党の
スタンスを発信することで、メディアの情報とはまた異
なる視点での情報を提供する事が出来ました。

生団連は、今後も総選挙等こうした国政に関わ
るタイミングで、国民に分かりやすい発信を継続的に
行っていきます。


